国分寺市手をつなぐ親の会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００５年１１月１１日

「障害者の権利擁護ってなに？」
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■「権利」ってなに？
　自由権・平等権・社会権

　ふたつの「権利」・・権原(entitlement)と人権(human right)

　
ex. 「ベニスの商人」

■「権利擁護」ってなに？

◇アドボカシー（≒権利擁護）

定義（北野誠一）

①侵害されている、あるいは諦めさせられている本人の権利がどのようなものであるかを明確にすることを支援する

　　　　②その明確にされた権利の救済や権利の形成・獲得を支援する

③それらの権利にまつわる問題を自ら解決する力や解決に必要な様々な支援を活用する力を高めることを支援する

　　※アドボカシーは、本人をエンパワメントし、必ずしも明確なものとなっていない権利（権利侵害）も問うところからはじまる。
◇ケースアドボカシーとシステムアドボカシー

　　・ケースアドボカシー（権利救済アドボカシー）

　　　　「その権利を規定する法が存在し、その法の現在の運用や解釈等を活用することによって、その権利を一定擁護することが可能である場合に行なうアドボカシー活動」（北野）

　　・システムアドボカシー（権利形成・獲得アドボカシー）


「その権利を規定するほうが未整備あるいは不充分で、現行法及びその現在の運用や解釈では権利を擁護することが困難な場合に行なうアドボカシー活動」（ibid.）
　　※個別のアドボカシーは、権利の根拠（法／制度）を作るための運動と対になったものである。

◇EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(じっていてき),実体的)権利保障と手続的権利保障

・実体的権利保障・・法的根拠

法律（EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(じっていほう),実体法)）上の権利保障　憲法・民法・社会福祉法⇔「プログラム規定説」・「反射的利益」

・手続的権利保障・・現実的な対応（秋元,Bynoe）

福祉サービスの権利は、権利内容の強行可能性を伴った権利として成立しにくい


A)受給資格の問題（要保障性の有無及び程度））


B)サービス内容の問題（提供されるサービスに係る要保障性）⇒苦情解決・第三者評価

　　※「苦情解決」は、手続的権利保障の仕組みであり、それゆえの有効性と限界がある。

■「苦情解決」ってなに？

◇社会福祉法に規定された苦情解決制度

２０００年　社会福祉事業法→社会福祉法…「事業者本位から利用者本位への転換」

①社会福祉事業経営者による苦情解決の責務の明確化

「社会福祉事業の経営者は、常にその提供する福祉サービスについて、利用者等からの苦情の適切な解決に努めなくてはならない。」（８２条）

　　　②都道府県の区域内における苦情解決のための委員会としての「運営適正化委員会」の設置

　　　　　　「都道府県の区域内において、…（中略）…福祉サービスに関する利用者等からの苦情を適切に解決するため、都道府県社会福祉協議会に、人格が高潔であって、社会福祉に関する識見を有し、かつ、社会福祉、法律又は医療に関し学識経験を有する者で構成される運営適正化委員会をおくものとする。」（８３条）

　　　　　　「運営適正化委員会は、福祉サービスに関する苦情について解決の申し出があったときは、その相談に応じ、申し出人に必要な助言をし、当該苦情に係る事情を調査するものとする。」（８５条の１）

　　　　　　「運営適正化委員会は、前項の申し出人及び当該申し出人に対し福祉サービスを提供した者の同意を得て、苦情解決の斡旋を行なうことができる。」（８５条の２）

◇苦情解決に第三者がはいったしくみの整備

…「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針」（平成１２年６月７日　障第４５２号　社援第１３５２号　児発第５７５号）

· 事業者段階に「苦情受付担当者」と「苦情解決責任者」を設ける

· 苦情解決に社会性や客観性を確保し、利用者の立場や状況に配慮した適切な対応を図るために「第三者委員」を設置する

※「事業所内における苦情解決の仕組みを第三者が加わったものとすることで、利用者からの苦情が苦情解決責任者まで届きにくかったり、密室化することを防ごうとするものとなっている。」（「福祉サービス事業者のための苦情解決制度ガイドライン」p.5,2001.東社協）

◇苦情解決責任者・苦情受付担当者・第三者委員

苦情解決責任者：「苦情解決の責任主体を明確にするため、施設長、理事等を苦情解決責任者とする」

　　苦情受付担当者：「サービス利用者が苦情の申出をしやすい環境を整えるため、職員の中から苦情受付担当者を任命する。」

　　　　　【苦情受付担当者の職務】


　　「ア　利用者からの苦情の受付」


　　「イ　苦情内容、利用者の意向等の確認と記録」



　　「ウ　受け付けた苦情及びその改善状況等の苦情解決責任者及び第三者委員への報告」

第三者委員　　：「苦情解決に社会性や客観性を確保し、利用者の立場や特性に配慮した適切な対応を推進するため、第三者委員を設置する」


　【第三者委員の要件】


　　「ア　苦情解決を円滑・円満に図ることができる者であること」


　　「イ　世間からの信頼性を有する者であること」

　【第三者委員の職務】


　　「ア　苦情受付担当者からの受け付けた苦情内容の報告聴取」


　　「イ　苦情内容の報告を受けた旨の苦情申し出人への通知」


　　「ウ　利用者からの苦情の直接受付」

　
　　「エ　苦情申し出人への助言」


　　「オ　事業者への助言」


　　「カ　苦情申し出人と苦情解決責任者の話し合いへの立会い、助言」

　
　　「キ　苦情解決責任者からの苦情に係わる事実の改善状況の報告聴取」


　　「ク　日常的な状況把握と意見聴取」


　【第三者委員の報酬】

「第三者委員への報酬は中立性の確保のため、実費弁償を除きできるだけ無報酬とすることが望ましい。ただし、第三者委員の設置の形態又は報酬の決定方法より中立性が客観的に確保できる場合には、報酬を出すことは差支えない。」

◇現行の「苦情解決」のしくみの限界

　①　基本的には、「事業者の責務」として構成されている。（苦情解決責任者）

②　主として苦情を受け付けるのは、事業体の職員となる。（苦情受付担当者）

③　第三者委員は、「客観性・中立性の担保」のためであり、申立て人のアドボケイトではない。

　④　「相談」・「助言」・「調整」のしくみであり、強制捜査権や改善命令をだす権限はない。

■知的障害者入所更生施設「N」（多摩）の「事件」

◇「障害者施設で『暴行』　入所者けられた　男性職員を注意処分」(2002,11,22 毎日新聞多摩版）
　　

　　「…（前略）運営母体のC事業団に施設が提出した報告書によると、今年１０月２日、男性入所者の左足付け根にあざがあるのを別の職員がみつけた・この入所者は男性職員の名前を挙げ、『けられた』と話した。同５日にも下着に血がついているのが見つかり、『同じ人に暴行された』と訴えた。同施設では、この職員が否定しているものの、『入所者にとって怖い存在になっている』として、厳重注意処分にした。施設は入所者のけがを母親に知らせていなかったが、T施設長は『本当にこの職員によるものか確認できなかった』と説明している。（後略）…」


※関連記事はその後２００３年２月８日まで合計４回掲載

◇その後の経緯

・市民団体の立場で、

①　施設長と面会

・ヒアリング

・団体シンポへの出席と市民への説明の依頼

・当事者オンブズマン（第三者委員）の斡旋

②　運営適正化委員会に苦情解決の依頼

③　T市に対応を求める

しかし…

・新聞報道後、施設長が「謝罪」

母親の思い…「でたらめは言わない子です。自傷もない」しかし、返したことばは…「これからも利用していかなければならないので、しっかり指導してください」

・団体シンポへの出席は、市（福祉部長）が「事実関係を調査中なので外に出る時期ではない」と「ストップ」をかける。（しかし、その後も市民への報告はなし）

・運営適正化委員会は、「当事者（本人・保護者・施設関係者）でないと申立はできない」

・当事者オンブズマンの採用の検討は反古にされる。

・おこなわれたこと

施設：「けがをした場合の家族への通報について」の家族会との話し合いと東社協への「報告」


運営適正化委員会：「調査」…結果は（当事者でないので）非公開

市：「調査」と「説明」…結果については、市から「家族会」への「説明」

…調査結果の情報公開を口頭で求めたところ、「これしかない」と「家族会説明資料」

を渡される（後述）　（市民への説明はない）

・その後、「犯人探し」の追求が…（職員からの「悲鳴」）

◇問題の構造

・発端は新聞記事（内部告発）…運営母体（市の事業団）に報告はあった。

・保護者に報告はない。

・T施設長が苦情解決責任者


「当該の職員は、今も男性入所者の暮らすフロア―で勤務中」


「職員には将来がある」

・T施設長は、C事業団とC親の会から、「三顧の礼」で迎えられた人。

・T施設長は、福祉業界の重鎮であり、東社協の評議員であり部会委員長（当時）

・苦情受付担当者を含む中堅職員は、前勤務先からT施設長が連れてきた「子飼いの部下」

・第三者委員は、「理事長が懇意にしている人」と「親の会の役員」

…新聞報道後１週間たっても、第三者委員からの問合せはなかった。

・C事業団は、C市の実質的な直営事業団（理事長は元市職員）

◇市の調査結果

　「今回は報道されたことについては具体的因果関係は確認できませんでした。しかし、日常的な施設運営上の問題点については、いくつかの課題が認められたため、事業団理事長職務代理者にそれらの改善を図るよう申しいれました。」

「事業団に対し改善を申し入れた点（抄）」

「1 運営方針に掲げられている諸点を具体化するために、その実施手順等を作成し、それを全職員が共有化できるようその周知徹底及び教育を図ること。」

「2 職員の行動規範等の再研修等を実施し、職員への周知を図ること。特に、利用者等のプライバシーを保護し、守秘義務の遵守については特段の配慮を図ること。また、これらを確立できるよう職員参加での論議を行なうこと。

「3 職場内の情報伝達及び情報の共有化について次の点を明確にし、実行すること。（各会議の構成、役割の明確化、会議録の明確化、支援会議の定期的実施等）」

「4 事業団及びNの組織体制を再検討し、各職員の任務や役割について明確にし、その改善を行なうこと。あわせて、日々の業務や職員相互の論議なかで、あるべき支援のありかたについて相互に学びあえるよう務めること。」

「5 職場内研修について人権問題、接遇及びコミュニケーション、知的障害者の理解（発達等の心理分析、保健・医療分野等）、障害者福祉をとりまく社会状況等の観点からの研修を行なうこと。研修に当たっては、職員相互に、または外部講師を招く等幅広い形で工夫して実施すること。

「6 苦情解決のありかたについては、次の諸点を再検討されたい。「オンブズマン制度及び相談受付方法の改善、サービス評価の活用、環境整備の実施」

「7 今後、かかる事案が発生した場合は、医療等専門職の判断を仰ぐとともに、これを尊重するよう務めること。併せて、嘱託医及び他の専門職との連携について、そのあり方を検討すること。」

· 婉曲に、その職員の資質を問い、「事件」を職員間のみで処理した手続を問題にし、オンブズマン制度及び相談受付方法の改善を求めている。（手続的問題）

· しかし、事件の事実関係はできなかったにしても、「当該職員が当該利用者を担当しつづける」ことで「事件の再発」は防げるのか。「（通報の）犯人探し」をしている「行動規範」や問題を問いにくくしている「組織体制」は問われないのか。

· 「「オンブズマン制度及び相談受付方法の改善」は現実化したのか？
■「親」の役割

「制度の限界」を嘆いてばかりいてもしょうがないので…

◇「障害児・者の親の三つの立場性」

・ひとりの施設利用者の「保護者」

・施設の「家族会」のメンバー

・地域の「親の会」のメンバー

◇「第三者性」ではなく、「アドボケイト」としての役割の担い手の必要性

◇「ケースアドボカシー」（個々の支援）だけでなく、「システムアドボカシー」（制度を変える）の必要性

◇「当事者性」と「共同性」と「専門性」とを担保するための組織と活動のあり方
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